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§1緒 論
為替の 自由化,貿 易の自由化,そ して資本の 自由化とい う国際経済にかか
わる一連の諸問題は,好 む と好 まざるとにかかわ らず,会 計の領域にも種 々
の課題を もた らす よ うになってきた。すなわち,国 境をこえた経済は,ま ず
国際的取引および国際的投資を増大 し,次 に企業の国際化を通 じて,い わゆ
る世界企業 もしくは国際的会社の出現を招来 し,こ こに国境をこえた会計の
実践的 ・理論的研究を必要 とす るにいた った。われわれは,か かる会計の研
究対象を国際経済にな らって,国 際会計(internationalaccounting)と称す
ることができる。
国際会計の繭芽は,す でに2つ 以上の異なる貨幣圏 に 本支店 を 有す る企
業の会計において,ま ず為替変動損益 の 処理問題 として,ま た,も っと根
本的には 貨幣価値変動会計 を 通 じての 国際計理交流の問題 として,一一部の
研究老によって 早 くか ら とりあげ られて いた ことにこれを 求めることがで
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き る 。 しか し,全 世 界 の 会 計 人 の 間 で 国 際 会 計 開 発 の 必 要 性 とい う問 題 意 識
が 明 確 化 す る よ うに な っ た の は1960年 前 後 か らで あ る とい え る 。
た と え ば1962年9月,ア メ リカ の 二=一 ヨ ー ク で 開 催 され た 第8回 国 際
会 計 人 会 議(TheEighthInterna七i・nalC・ngressofAccoun七ants)にお け
る統 一 テ ー マ は,"会 計 と世 界 経 済(accountingand七heworldeconomy)"
で あ り,こ の 国 際 会 議 に 世 界 の 各 国 か ら参 加 した 会 計 人 は,世 界 経 済 の 繁 栄
を 促 進 す る うえ で 会 計 が に な うべ き 役 割 に つ い て 真 剣 な 討 議 を 行 な っ た 。
そ して,そ の 討 議 の 成 果 は,従 来 の 国 境 に と ざ さ れ た"経 営 言 語(business
language)"とし て の 会 計 か ら"国 際 的 経 済 言 語(internationaleconomic
Ianguage)"として の 会 計 へ とい う会 計 職 能 面 に お け る 新 た な 認 識 を もた ら
(2)
し た 。
この よ うな国際会計 に対す る関心は,1967年9月6日 か ら12日 まで,1週
間 にわ た って,フ ラ ンス の パ リで 開催 され た 第9回 国際会計人会議におい
て,さ らにいっそ う高 ま り,そ の問題 に 対す る 接近方法 もか な り具体化 し
て きた ことが伺え る。"会 計 の新 しい展望(LesNouveauxHorizonsdela
(1)た とえ ば,片 野 一 郎,"上 海 イ ソ フ レー シ ョ ン会 計 の 実 相 と合 理 化 の焦 点,"「一
橋 論 叢 」,第14巻 ・第3・4号,1944年11月 号 を 参 照 。 な お,か か る方 面 か らす
る同 氏 の最 近 の論 稿,"貨 幣 価 値 変 動 会 計 の構 造 分 折 一 イ ンタ ー ナ シ ョナ ル ・
ア カ ウ ンテ ィ ン グ開 発 の基 本 問 題"「 企 業会 計 」,第19巻 ・第8号,1967年7月
号,PP・23～35を も参 照 。
(2)TheInstituteofCharteredAccountantsinEnglandandWales,The
Historyof彦加ImstitutθofChartereaAccountants伽Englanaan4PVales1880-
1965andofItsFounderAacountanayBoaies1870-1880(London,TheInstitute,
1966),p・176を参 照 して,第1回 か ら第9回 ま で の 国際 会 計 人 会 議 の開 催 年 次,
都 市,お よび 議 長 を 紹 介 す れ ば 次 の とお りで あ る。
第1回
第2回
第3回
第4回
第5回
第6回
第7回
第8回
第9回
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1926年
1929年
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1938年
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1967年
セ ソ トル イ ス
ア ム ス テ ル タ ム
ニ ユ ー ヨー ク
ロ ン ドン
ベ ル リ ソ
ロ ソ ドソ
ア ム ス テ ル タ ム
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Comptabilit6)"とい う統 一 テ ー マ で あ っ た が,こ の 統 一 テ ー マ に 従 っ て"経
済 的 展 望,""国 際 的 展 望,""科 学 的 展 望,"お よ び"将 来 の 会 計 土 の 役 割 と訓
練':とい う4つ の部門の もとに14の セ ッシ ョソが開かれた。 なか んず く,
"国 際 的 展 望(interna七ionalhorizons)"の部 門 で は 次 の4つ の セ
ヅ シ ョ ソ に
(3)
わかれ て熱心 な討議がかわ され た よ うであ る。
(1)会計原則 の調和(TheHarmoniza七ionofAccountingPrinciples)
(2)監査基準 お よび監査手続 の国際 的調和(TheInternational
HarmonizationofAuditingStandardsandProcedures)
⑧ 国際的企業 に特有の会計 問題
(4>ある国か ら他 の国へ の投資を支配す る決定要因
われわれは,上 記の4つ のセ ッシ ・ソのテーマか ら判断 して も,国 際会計
の領域において,も っとも強 く志 向されてい る事柄 は会計基準 お よび監査基
準 の国際的調和だ とい うことがわか る。 この ことは,か つ てアメ リカ公 認会
計士協会 の会長 をつ とめたA・RJenningsが,つとに1962年,"若 干の共
通性を持 った一連 の明確に規定 された国際 的会計基準お よび監 査基準 のない
くり
将 来 の 会 計 界 を 考 え る こ とは で き な い"と 述 べ て い る ご とか ら して も 明 らか
で あ る。
そ れ で は,か か る 国 際 的 会 計 基 準 お よ び 監 査 基 準 と し て は,い か な る性 格
の もの が も っ と も望 ま しい か,ま た,そ れ は ど の よ うな 方 法 で 作 成 され るべ
きか とい う こ とが 問 わ れ な け れ ば な らな い 。 しか し,そ れ よ り も前 に,わ れ
わ れ は,ま ず 世 界 各 国 に お け る 会 計 基 準 お よ び監 査 基 準 の 現 状 が ど うな っ て
い る か を 知 る必 要 が あ る。 現 実 を 知 らず して 性 格 づ け や 作 成 方 法 を 議 論 す る
(3)第9回 国際 会計 人会議 に 関す る 資料 と しては,TheAccountant,Sep七ember
16thand23rd,1967;黒沢清,"会 計学 の新 しい展望,"「実務会計 」,第3巻 ・
第12号,1967年12月号,pp・1～6;黒沢 ・木村 ・栗 山 ・竹崎 に よる座談会,"国
際会議 に出席 して,"「実務 会計」,第3巻 ・第12号,1967年12月号,pp・67～77
を参照。
(4)A.RJennings,`dInternationals七andardsofAccountingandAuditing,s'
The∫ournaloLfAccountanaソ,September1962,pp.36～42.
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な らば,そ れ は砂上に楼 閣を築 くことが徒労 に帰す るの と同 じで ある。
かか る意味か ら,本 稿 では22力 国一 ア ジア ・ア フ リカの2力 国,大 洋
州の2力 国,米 州の8力 国,お よび 西欧の10力 国につい て,そ れぞれ 各国
に おけ る会 計基準 お よび監査基準の概況 を紹 介 し,上 記 の諸命題解決への手
(5)
がか りとしたい。 ただ し,た とえ1国 の会計基準や 監査基準 といえ ども,そ
れ を普遍化 して説 明す ることには多 くの危険が ともな うものであ り,し たが
って幾多 の例外があ ること,ま た,基 準それ 自体がけ っして静態的 な もので
ない ことを留意 しておかなければ な らない。
(5)紹 介 は 主 と してL・H・RapPaport,SECAccountingPracticeαndProcedure
(NewYork,TheRonaldPressconpany,1966),PP・26・1～43,ApPendix
C・1～14,AppendixD・1～7に 依 拠 し た が,必 要 に 応 じて 下 記 の 諸 文 献 も参 照
した 。
TheAmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants,Professionul
Aαcountin8in25Count7ies(NewYork,TheInsti七ute,1964).
G.G.Mueller,Jnterna,tionαlAccountin8(Washington,1967).
F.P.Kollaritsh,``IntemationalAccountingPractices,"TheAccounting
Review,April1965,pp,382～385.
G.G.Mueller,"WhysandHowsofInternationalAccoun七ing,"The
Aecountin8Reviem,April1965,pp.386～394.
S.M.Kabbes,"IsAccountingMeetingtheChallengeinEurope?"The
Accountin8Review,April1965,pp.395～400.
染 谷 恭 次 郎,"イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ・ア カ ウ ン テ ィ ン グ へ の 挑 戦 ∴ 「企 業 会 計 」,
第19巻 ・第2号,1967年2月 号,pP・28～36・
番 場 嘉 一 郎 他 に よ る 座 談 会,"国 際 会 計 の 可 能 性 に つ い て,"「 産 業 経 理 」,第27
巻 ・第4号,1967年4月 号,Pp・164～150・
K.E.Berg,G.G.Mueller,andLM.Walker,"AnnualReportsgoIn七er-
nationa1,"ThelournalofAccountαncsノ,August1967,pp.59～64.
L.J.seidler,"InternationalAccounting-TheultimateTheorycourse,"
TheAccountin8Reviezu,October,1967,PP.775～781.
染 谷 恭 次 郎,"イ ソ タ ー ナ シ ョナ ル ・ア カ ウ ソ テ ィ ン グ とは 何 か,"「 産 業 経 理 」,
第27巻 ・第12号,1967年12月 号,pp・62～65・
森 藤 一 男,"ア メ リカ に お け る 財 務 報 告 国 際 化 の 実 嗜,"「産 業 経 理 」,第27巻 ・
第12号,1967年12月 号,pp・80～86・
鮒 子 田 俊 助,"国 際 化 と 日 本 の 会 計,"「 産 業 経 理 ⊥ 第27巻 ・第12号,1967年
12月号,PP・87～94・
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〈 アジア ・ア フ リカ〉
フ ィリピン(Philippines)アメ リカの経済 的影響 が強いので,会 計実践 も
一般に アメ リカ流 のや り方が採用 されてい る。 しか し,棚 卸 資産評価 に後入
先 出法 が許容 され てい るとはい え,そ れはほ とん ど利用 され ていない。株式
配当については,一 ・般 に発行株 式の額面価値 に基づ く会計が行 なわれ てい る
けれ ども,若 干,公 正市場価値 も使用 され てい る。持分 プー リソグの会計は
採用 され ていない。多 額の賃借契約 が存在す る場合で も,そ れ を財務諸表で
公 開す るとい う規定は存在 しない。
南 アフ リカ(S。uthAfr;ca)英国の会計実践 に類似 した方 向で発展 して き
てい る。 棚卸 資産 の評価基準 を 公 開す る ことは 慣習化 され ていないけれ ど
も,イ ギ リス勅許会計士 協会(ICA)の 会計原則勧告書 と くに第8勧
(6)
告書などによって,評 価基準公開の実務 も発展 しつつある。
資本化 して,な し崩 し償却,減 価償却,も しくは減耗償却すべき資産を収
益的支出にす ることは一般的実務 となっていないけれども,同 国におけるき
わめて重要な産業である鉱山業では,原 初 の 資本的支出 が 償却 されないた
め,固 定資産の取替原価を収益に賦課 してい る。無形資産の臨時償却ない し
価額引き下げは収益 もしくは積立金に賦課 されているが,い ずれの場合 も完
全公開 しなければな らない。経営財務 目的と税務 目的とで異なる償却方法が
使用 されている場合,税 務調整を行な うことは慣習化 していないけれども,
次第に納税平準化積立金の利用が行なわれてきている。他方,経 営財務 目的
と税務 目的との間で重要な相違がある場合,税 務調整を行な うのが一般的な
や り方になっている。
金融機関か らの借入金に関 しては,新 設会社の場合だ と当該支払利息を資
(6)TheCounciloftheInstituteofCharteredAccoun七antsinEnglandand
Wales,``RecommendationsonAccountingPrinciplesNo.VIII-一 一一Formof
Ba]ancesheetandProfitandLossAccount,"15thJuly,1944を参 照 。
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本化するのが 慣行であ り,他 の会社の 場合だ と収益へ賦課す ることもでき
る。株式配当の会計は額面価値に基づいてなされている。賃借契約は,そ れ
が通常の営業過程で生 じた ものでないかぎり,一般に財務諸表で公開されて
いない。持分 プーリソグとい う会計概念は用い られていない。
〈大洋州〉
オース トラリア(Australia)オース トラリア勅許会計士協会は1946年に
最初の会計原則勧告書を公表 しているが,そ れはイギ リス勅許会計士協会の
勧告書に依拠 しているところが大である。法令の条文は,多 くの場合,財 務
諸表作成上遵守すべき詳細な規定をもうけている。
固定資産 の 評価基準 を 説明するため,と きによって"査 定 に よ り(at
valuation)"とい う語句が使われてい る。 減価償却は,資 産が帳簿上すでに
再評価されている場合をのぞき,一 般に原価に基づいてなされているが,再
評価ずみの場合は当該再評価額に基づいている。かかる記録ずみの再評価額
が存在 しない場合,取 替価値が原価を超える分の減価償却は利益処分項 目と
考え られている。 償却ずみの 使用資産に関す る減価償却は 一般に行なわれ
ていないが,若 干,増 加す る取替原価にそなえて 設備投資取替準備金勘定
(PlantReplacementReserve)へ毎年利益処分による計上がなされている。
経営財務 目的 と税務 目的とで異なる償却方法を利用す ることは容認 された
実務 となっているが,と くに税務調整を行な うわけではない。その他の場合
でも,た とえ両者の会計の間に重要な相違があって も,税務調整を行な うこ
とは一般的実務になっていない。税金に関す る繰 り延べや前払いの会計は一
般化 していないが,次 第に当該会計方法が採用されるよ うになってきた。
棚卸資産に関する後入先出法の使用は,禁 じられているわけではないけれ
ども,一 般に行なわれていない。無形資産の臨時償却 もしくは価額引き下げ
は,と きによって損益勘定以外の勘定に対 して賦課 されている。すなわち,
しぼ しば収益に対す る賦課項 目ではな くて利益処分項 目になっている。未払
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債務を割引償還する場合,か な らず しも当該利益は収益 に 計上されていな
い。株式配当の会計は,ほ とんどすべて発行株式の額面価値 もしくは名 目価
値に基づいてなされている。多額の賃借契約を公開することは強要されてい
ない。持分プー リソグの会計は利用 されていない。
ニュージーラン ド(NewZealand)資本化 して償却すべき資産を収益的支
出として計上す ることが認め られた実務 となっているが,か かる費用計上が
多額であれば,損 益計算書で個別的に公開 しなけれぽな らない。棚卸資産を
低価主義によるよりも低い金額で表示す ることは認め られた実務 となってお
り,その評価基準の説明も要求されていない。特定の 目的によって要請 され
ていない準備金の設定については,当 該引当額が公開 されるかぎり,損費へ
課 して計上す ることが容認 されている。 自製固定資産の原価には,一一般に間
接費 も借入金利子 も計上 していない。
社債の割引額や発行費は,通 常当該発生年度の損費 としている。無形資産
の臨時償却 もしくは価額引き下げは,公 開す るか ぎり,積立金勘定に賦課す
ることができる。持分 プーリソグとい う用語は会計上問題になっていない。
株式配当の会計は,配 当株式の市価 もしくは公正価値 とい うものに考慮を払
っていないので,当 該株式の名 目価値に基づいてなされている。多額の賃借
契約については,そ れが 異常であって 重要な影響 を 及ぼす ことがないかぎ
り,公開す る規定は存在 しない。
〈米 州〉
カナダ(C。n・dの国情か らして,会 計実践 もアメ リカと英国の双方か ら
影響を受けている。 棚卸資産評価 の 後入先出法は,税 務上認め られてお ら
ず,し たがって滅多に使用 されていない。棚卸資産原価決定方法の公開は,
かな らず しも規定されていない。
すべての固定資産を取替原価に基づいて完全に再評価す ることに対する障
害は一一般に存在 しない。再評価 した場合,そ の増加 した金額について償却計
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算が行なわれ るだけである。鉱業用財産の減耗償却は滅多に記帳 されていな
い。税務上使用 される償却率は,と きによっては寛大であるとも考え られ る
が,財 務会計上 も同一の償却率が使用できる。ある年度の途中で完成 して使
用に供 されるようになった資産については,ま るまる一年分の償却費を計上
することが(け っして普遍的ではないに して も)一般的実務 となってお り,
この処理方法は税務上 も許容されている。税務調整を考慮 しないで税務 目的
と経営財務 目的 とで異なる償却方法を使用することは認め られた実務になっ
ているけれ ども,そ の税務調整に対する公開を要請す る勧告が出ている。
株式配当は滅多に見 られない。無形資産の償却は一般に損費へ計上される
が,一一括償却の場合は剰余金へ賦課 されることもある。持分プーリソグに よ
る企業結合会計は一般的な処理方法とはなっていない。
くわ
アルゼンチン(Argentina)アメ リカにおいて一般に認め られている会計
原則がひろ く採用 されているが,苛 酷なイソフレーショソに見舞われている
ため,た とえば棚卸資産評価にかな らず しも低価主i義は採用されていない。
すなわち,低 価主義以下の評価基準で棚卸資産を繰 り越す ことが認め られた
実務になっている。 また,1960年に議会を通過 し,そ の後修正を受けた法律
15272は,経営財務会計お よび税務 目的上,固 定資産の全面的再評価を承認
した。
株式配当の会計は一般に公正市場価値ではな くて額面価値に基づいてなさ
れている。親会社と従属会社 との連結財務諸表は通常作成 されていない。企
業結合に関する持分プー リソグの会計は採用されていない。任意積立金は利
益剰余金の一部としてではな く別個に表示 されている。 授権資本の10%に
達するまで毎年純利益の2%を 積み立てることが規定 されている。
くめ
ブ ラ ジ ル(Brazil)大体 に お い て ア メ リ カ の 会 計 原 則 に 準 拠 して い る。 し
(7)G.G.Mueller,Accountin8PracticesinAr.aentinα一lntemαtionalBusiness
SeriesNo・3(Washington,1963)を参 照 。
㈹ 黒 沢 ・片 野 ・生 方 ・滝 沢 に よ る 座 談 会,"南 米 に お け る イ ソ フ レ会 計 問 題"「 産
業 経 理 」,1965年1月 号.pp・167-183;お よび 黒 沢 清,"ブ ラ ジ ル の イ ソ フ レお
よ び 会 計 事 情,"「 会 計 」,1966年7月 号,pp・167-171を 参 照 。
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か し,棚卸資産の評価基準を公開す ることは一般化 していない。また,所 得
を稼得 した年度に当該所得税の見越計上を行な うことはせず,実 際の支払額
を当該支払年度の営業費 としている。 これは所得税が当該税金支払年度にお
いてのみ課税所得か らの控除項 目として認め られているとい う事実による。
他方,経 営者および従業員に対する利潤分配額は,配 当金の場合 と同様,純
利益の処分項 目として処理 されている。
株式配当の会計は発行株式の額面価値に基づいてなされている。関係会社
の連結財務諸表は通常作成 されていない。株式会社は,発 行済資本金の20%
に達す るまで利益の5%を 積み立てることが法律によって規定 されている。
コロンビア(Col。mbi。)アメ リカにおける一般 に 認め られた会計原則が
大体において採用 されている。 しか し,次 のよ うな若干の例外 もある。すな
わち,一 般管理費が通常仕掛品有高へ計上 されている。 また,土 地,そ の他
の固定資産は毎年市役所に よって再評価 され,会 社は資本区分に再評価積立
金を計上するよ う要請 されている。 さらにまた,貸 倒償却を見積 りに基づい
て計上することは一般的な実務ではないが,回 収不能な ことが立証された勘
定に対 しては準備金を設定 しなければな らない。
株式配当の会計は額面価値に基づいてなされている。法定準備金に関して
は引受済資本金の5%に 達するまで利益の10%を 積み立てなけれぽな らな
いo
メキシコ(《《exic。)一般に認め られた会計原則 は 大部分アメリカのもの
と同 じである。経営財務 目的と税務 目的 とで異なる償却方法を採用 し,そ の
税務調整を考慮 しないのが一般的なや り方であるが,両 者の相違は僅少であ
る。
株式配当の会計は 発行株式の 額面価値に 基づいてなされている。 親会社
と従属会社 との 連結財務諸表 は 通常作成 されていない。 会社(Sociedades
An6nimas)は,その資本の20%に 達す るまで,毎 年純利益のす くな くとも
5%を法定準備金 として積み立てなければな らない。賃借契約を公開する要
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請は存在 しないが,そ の理由としては賃借契約 とい うことがそれほ ど大きな
問題になっていないか らである。
ペルー(Peru)会計が未発達の状態にあるため,一 般に認め られた会計原
則のごときものは存在 しない。通貨が5%以 上の変動を示 した場合,法 律は
工業用資産の再評価を許容 しているので,場 合によっては固定資産の再評価
が行なわれる。他 のラテソ ・アメリカ諸国に見 られるよ うな法定準備金に関
す る規定は存在 しない。株式配当の会計は発行株式の額面価値に基づいてな
されるのが慣行である。
プエル トリコ(PvertRic。)アメリカ流の会計原則がひろ く採用されてい
る。
ベネズエ ラ(Venezuela)もっか,若 干の国立の会計士業が存在す るのみ
である。会計原則は制定されてお らず,税 務上 もっとも有利な結果をもた ら
す方法が採用 されているので,報 告基準も未発達の段階にある。
〈西 欧〉
ベルギー(Belgium)資産の評価および負債の見積 りに関す る全責任は,
法律上,取 締役に課 されている。理論上,会 社の帳簿には秘密積立金は存在
しないはずであるが,会 計原則の規定が漠然 としているので,実 務上,ほ と
んど常に存在 しているものと思われる。多 くの会社では,税 務上認め られて
いないに もかかわ らず,特 定の 目的によって規定 されていない準備金の設定
を損費計上を通 じて行なっている。同様にして,し ぼ しば金額的に慎重すぎ
ると思われ る準備金の設定を行なっている。
棚卸資産評価の後入先出法は許容されていない。間接費の棚卸資産への計
上に関 しては標準的なや り方が存在 しない。経営財務会計 と税務会計 との間
に重要な相違がある場合,税 務調整を考慮す ることは一・般的実務 となってい
ない。 自製固定資産の原価に間接費を計上す ることに関 しては,普 遍的なや
り方は存在 しない。
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株式配当の会計は発行株式の額面価値 もしくは名 目価値に基づいてなされ
ている。社債の割引額および支払利息に関す る繰 り延べや償却については普
遍的なや り方は存在 しない。取締役に対す る利潤分配の支払額は,配 当金 と
同様,利 益処分項 目として処理されている。関係会社の連結財務諸表は一般
に作成 されていない。企業結合の持分プー リング会計は採用 されていない。
法定準備金に関 しては,資 本の10%に 達す るまで純利益のす くな くとも5
%を 積み立てることが規定 されている。
デンマーク(Denm。rk)一般に認め られた会計原則はアメリカ流の ものと
相当に異なっている。株主用に作成 される財務諸表では過大な償却率を使用
す ることが認め られた実務になっている。また,資 産を使用に供す る以前に
償却を行な うことも認め られた実務 となっている。税務 目的と財務諸表作成
目的 とで異なる償却方法が採用 されている場合,そ の税務調整を行な うこと
は慣習化 していない。 この ことは,減 価償却以外の大幅な差異についても同
様である。
棚卸資産評価の後入先出法は認め られていないが,低 価主義によるよりも
35%だけ低い金額で棚卸資産 を 表示することが認め られた実務になってい
る。 また,製 造業の棚卸資産原価は一般に間接費を含んでいない。
秘密積立金は,棚 卸資産および固定資産(と くに建物 と船舶)の 過小評価
に関する場合をのぞけば,一 般に認め られていない。特定の 目的によって現
実に規定されていない準備金の設定を損費計上に よって行な うことは原則 と
して認め られていないけれ ども,将 来の固定資産の購入にそなえて,し ば し
ば準備金の設定が減価償却費を通 じて計上されている。 自製固定資産に関す
る間接費を資本化す ることに関 しては普遍的なや り方は存在 しない。社債の
割引額および発行費は抵当付社債の場合にのみ繰 り延べるのが普通である。
一 株式配当の会計は,発 行株式の額面もしくは名目価値に基づいてなされて
いる。連結財務諸表は株主用の報告書においては一般 に作成 されていない。
企業結合に関す る持分プー リング会計は知 られていない。
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(9)
フランス(Fr・nce)会社は納税申告書作成上採用 しているの と同 じ会計に
基づいて株主へ報告 している。すなわち,年 次株主総会においては,税 務当
局に提出 した計算書が取締役会か ら株主達へ提出されている。
第2次 世界大戦後,会 計統一化 への 努力 が 試み られ,つ いに1947年,
プ ラ ン の コ ンタ ブ ル コジ エ ネ ラ ノレ"標 準 会 計 制 度(PlanComptableG6n6ral)"が制 度 化 され る に い た っ
(10)
た。 このプランは標準的な勘定組織を示すだけでな く,財務会計 と原価会計
との諸問題に関する一般的情報はい うにおよばず,会 計用語の定義 まで含ん
でいる。 また,こ のプランは,政 府統制企業な らびに資産再評価ずみの会社
にだけ強制 されるのであるが,す べての企業で使用される会計の基準である
ともくされている。
1945年以後,資産の再評価 とそれにともな う減価償却計上額の増加が実行
されてきた。再評価 の目的は,急 激なインフレーショソに よって打撃をこう
む った企業が損費計上を認め られた減価償却を十分に行ない うるようにす る
ζとであった。 この再評価は,中 小会社に対 しては任意で大会社に対 しての
み強制的であったが,ほ とんどすべての 企業によって 採択 され,1962年12
(11)
月31日までに最終的再評価を行な うことが要請された。
営業権をのぞ く無形固定資産の償却は,特 別の事情がないか ぎり,認 め ら
(9)青木脩,「 フランス会 計学」(実務会 計社.1965)を参照。
⑩ ドイ ツの コ ソテ ソラー メ ン(Kontenrahmen)の影 響を受け て発達 した もので
あ るが,1957年5月に改 訂版 が公表 され てい る。 フラ ンス国家会計委 員会編 木
プ ラ ン ココ ンタ プル ゆ ジエ ネ ラ ノレ
内佳 市 ・中 村 宣 一・郎 共 訳,「 標 準 会 計 制 度 」(ミ ネ ル ヴ ァ書 房,1962)を参
照 。 そ の構 成 は 次 の とお りで あ る。
序 説 … …改 訂 の経 緯 に つ い て の説 明
第1部 原 則 … … 目的,本 質,お よび 適 用
第2部 内容 … …(1)勘定 案,(2)一般 会 計,(3)経営 分 析 会 計,(4)特殊 勘 定
第3部 要 望 と付 録
(11)且olzerandSch6nfeld,"TheFrenchApproachtothePos七一WarPrice
LevelProblem,"TheAGc・untingRevieω,April1963,pp・382-388を参 照 。 い
わ ゆ る統 一 再 評 価 会 計(revalorizationaccounting)によ る もの で あ るが,く わ
しい 手 続 に つ い て は,片 野 一 郎,「貨 幣 価 値 変 動 会 計 」(同 文 館,1962)の第5章,
"第2次 世 界大 戦 後 の フ ラ ンス ・イ ン フ レー シ ョ ンに おけ る 貸借 対 照表 の 再評 価
と改 訂,"PP・359-388を参 照 。
国 際 会 計 論 序 説(久野) 一67一
れていない。一般に,そ して正常な営業では,か かる無形固定資産に価値減
少がない と考え られているのである。 しか し,営業権は,収 益性が低下 して
その価値が減少 したことを立証できるな らば,損 費に計上 して償却すること
も可能である。
連結財務諸表は,一 般に,内 部 目的のためにのみ作成 されている。公表財
務諸表においては,関 係会社持分を投資項 目として計上 してい る。企業結合
に関連する持分プー リソグ会計は滅多に採用 されていない。法定準備金に関
しては,引 受済資本金の10%に 達するまで毎年税引後利益のす くな くとも
5%を積み立てる義務が課 されている。
イ タリア(ltaly)いわゆるアメ リカ流 の 体系化 した 一般に認め られた会
計原則のごときものは 存在 しない。 したがって,財 務諸表 の 作成において
は,税 務上利益を極小化す ることに主要な考慮が払われている。
棚卸資産の貸借対照表計上基準を公開することは慣習化されていない。場
合によっては,秘 密積立金の設定 も認められる。社債の割引額および発行費
を繰 り延べて償却す ることは行なわれていない。金融機関か らの借入金に関
しては,会 社が利益をあげているかぎ り,その支払利息 や 割引額 を 資本化
することは慣習化 していない。重要な賃借契約 を 公開する規定 も存在 しな
いo
企業結合における持分 プーリソグ概念は一一般に採用 されていない。株式配
当の会計は,発 行株式の額面 もしくは名 目価値に基づいてなされている。法
定準備金に関しては,会 社資本の20%に 達す るまで,毎 年の利益の うち5
%を積み立てなけれぽな らない と規寒 されている。
　ユ　ラ
オ ランダ(Netherland5)アメ リカ流 の 一般に認 め られ た会計原則 なる も
の もなけれ ば,ま た,一 般に認め られた実践 を まとめた権威あ るス テイ トメ
ソ トも存在 しない。会社法には計算規定がな く,証 券取 引所 も会計に関す る
働G.G.Mueller,・4ccountin,gRacticesinthe2>btherlαnas-lnternationalBusi7tess
S.er・iesNθ。1(Washington,1962)を 参 照 。
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規定についてはそれほ ど厳格でない。たとえば,株 式を取引所に上場 してい
る会社の財務諸表でも独立 した会計士による監査を必要 としていない。かか
る事情か らして,各 会社が利用 している会計基準は,は なはだ多様性に富ん
でいる。 しか し,そ れに もかかわ らず,他 の ヨーロッパ諸国 と比較 した場
(t3)
合,き わめて高い水準にあるといわれてい る。
時価(も しくは取替価値)に 基づ く固定資産の減価償却は,税 務上許容さ
(14)
れていないとい う事実に もかかわ らず,ひ ろ く採用 されている。 この時価法
を棚卸資産に関 してまで採用 している会社 も若干ある。また,原 価主義で固
定資産の会計をしている会社のなかには,償 却ずみの使用資産について,さ
らに若干の減価償却を行なっているものもある。 さらにまた,注 文ずみでは
あるが,ま だ入手 して稼動 させていない固定資産に関 しても償却が行なわれ
ている場合がある。 しか し,税務上許容 されている加速度償却が財務会計上
でも利用 されている場合をのぞけば,一 般に過大な償却率が採用 されている
とい うわけではない。
税務上認め られた経費が財務会計上の当該経費額を超えている場合,税 金
の繰 り延べをはかる傾向が増大 してきている。 しか し,税 務上認め られた経
費が財務会計上の当該経費額以下である場合,繰 り延べて次期の所得に課 さ
れる税金に見合 う資産の設定を行な うことは一般に していない。
棚卸資産を低価主義以下の金額で表示す るや り方は依然としてある程度行
なわれているけれども,現 実に特定の目的に よって規定 されていない準備金
や秘密積立金の設定を行な う傾向がでてきたことに よって次第にす くな くな
ってきている。 しか しなが ら,若 干の会社の定款では,特 定の 目的を持たな
(13)S・M・Kabbes・oP・cit・,P・395によ れ ば,オ ラ ソ ダ会 計 士 協 会(Netherlands
InstituutvanAccountants)の設 立 は1895年 で あ る と い う。
⑭ た と え ば,同 国 の フ ィ リ ッ プ ス 社(N・V・PhilipsGloeilampenfabriken)に
よ る取 替 価 値 理 論 の 適 用 事 例 に 関 して は,A・Goudeket,"AnApplicationof
ReplacementvalueTheory,"The/ournalofAecountavaay,July1960,PP.37-
47を 参 照 。
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い準備金の設定を経営者が損費計上によってで きることに している。健全な
会計実践では,金 額的に重要であれば,か か る準備金の設定額 とその変動の
事実 との公開を要請 している。棚卸 資産原価には通常間接費が含 まれてい る
が,公 開さえ行なえぽ,間 接費を除外す ることも認め られてい る。
社債の割引額お よび発行費は通常繰 り延べて償却 されてい るが,発 生 した
年度の損費であるとい う見解 も主張 されている。 自己株式の取引に よる損益
は損益計算書へ計上す るのが認め られた実務 となっているが,当 該金額が重
要である場合,そ れ らを公開 し,"その他 の収 益(Otherincome)"もしく
は"そ の他の損費(Otherexpenses)"の区分 へ計上 しなければな らない。
経営者お よび従業員に対す る利潤分配支払額は,純 利 益の決定に含めないこ
とが多 く,当該企業の定款に従 って,配 当金 と同様,所 得の処分項 目として
示 されている。
くめラ
株式配当の会計は,ア メ リカの証券取引所に上場されている会社をのぞけ
ば,発 行株式の額面価値に基づいてなされている。重要な賃借契約について
は,財 務諸表上での公開を要請 されていないけれ ども,か かる公開の必要性
がオラソダ会計士協会によって勧告 されている。
ノルウエー(N。rwqy)主要な問題に関す るかぎり,ア メ リカ流の会計原
則と実質的に同じであるが,若 干の領域において相違 している点がある。す
なわち,固 定資産 の 減価償却は,一 般に当該資産 が 使用に供 され るまで実
行されないのであるが,場 合に よって,い わゆる"開 始減価償却(opening
depreciation)"が認め られている。 この方法は,船 の建造契約 が 結ばれた
時,あ るいは 建設作業 が 始め られた 時か ら減価償却 が 開始 されるのであ
る。
棚卸資産評価の後入先 出法は許容されていない。秘密積立金は,認 め られ
⑯LH.RapPaport,op.cit.,PP.26・25-381・ こ よ れ ば,AKU-Algemeine
KunstzijdeUnieN・V・(1953年に 上 場),KLM--KLMRoyalDu七chAir]ines
(1957年に 上 場),Phillips-N・V・GemeenschapPelijkBezitvanAandeelen
PhiliPs'GloeilamPenfabriken(1962年に 上 場)な ど の 会 社 が あ る 。
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ていないが,実 務上,若 干の資産評価が見解の問題であるとい う点か らすれ
ば,事 実上は存在 している。株式配当の会計は発行株式の額面もしくは名 目
価値に基づいてなされている。企業結合に関する持分プー リソグによる会計
は知 られていない。
く　
スウエーデン(Sweden)一般に採用 されている会計原則は,棚 卸資産 と
固定資産に関す る以外,ア メリカ流の会計原則とそれほど異なっていない。
会社法では資産の過大評価だけを規制 しているので,資 産 主 として棚卸
資産および固定資産を過小評価す ることが珍 しくない。か くして設定される
秘密積立金は,棚 卸資産 の場合,総 額の60%に まで達す ることがある。 棚
卸資産評価の後入先出法は総額に関す るか ぎりでは認め られていないけれど
も,準 備金に よる方法があるので,実 務上,さ らに低い評価が行なわれてい
る。
財務会計 と税務会計 との間で相当額の差異が生ず る場合,内 部 目的か ら作
成 される財務諸表の場合をのぞけば,税 務調整を行なわないのが一般的なや
り方である。 株式配当の会計は 発行株式の額面価値 に 基づいてなされてい
る。企業結合に関す る持分 プー リング会計は知 られていない。
スイス(Switzerland)年度財務諸表の作成 は 連邦債務法(FederalCode
ofObligations)に規定 されている若干 の 一般原則に従 っている。 この法律
は,"……会社の持続的繁栄を確保することが望ま しけれぽ……秘密積立金"
の設定を特別に認めている。かかる秘密積立金の設定にあたっては,一 般に
資産の過小評価 とい う手段が とられている。 また,し ば しぼ減価償却の過大
計上とい うことも利用 されてい る。経営成績が許すな らば,資 本化 して償却
すべき資産を収益的支出にすることが認め られた実務になっている。棚卸資
産については,低 価主義の%減 で評価することも,税 務当局に よって許容 さ
れているので,認 められた実務になってお り,貸借対照表上その計上基準を
⑯G.G.Mueller,Acα)unting-PractiaesinScoedualnternαtionalBusiness5θ ガ βε
No・2(Washington,1962)を 参 照 。
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公開することは要請 されていない。過大な積立金の計上のみな らず,現 実に
特定の目的に よって規定 されていない準備金に関 して も,費 用計上に よって
設定す ることが認められているが,こ のことは納税申告書に関するかぎ り妥
当 しない。
財務会計 と税務会計との間で重要な相違がある場合,税 務調整を行な うこ
とは一般的実務になっていない。 この ことは財務会計 と税務会計 との間で異
なった償却率が使用 されている場合で もそ うである。固定資産に関 しては,
それが使用に供 される以前で も,も し経営成績が許せぽ,そ の償却をするこ
とが認め られた実務になっているが,た だ税務上の損金計上は許 されていな
いQ固 定資産の処分損益は純利益の決定に含め られるが,そ の効果は準備金
の設定もしくは取 り崩 しに よって相殺することも可能である。 自製固定資産
の原価には通常間接費が含 まれている。建設資金の借 り入れを行な う場合,
その支払利息 もしくは割引額を資本化す ることは慣行になっていない。
株式配当の会計は発行株式の額面価値に基づいてなされている。取締役に
対す る利潤分配は純利益の決定に含め られず,純 利益の処分項 目として表示
されている。その他の利潤分配支払額や賞与は,す べて純利益の決定に含め
られている。重要な賃借契約に関 しても,そ の公開は要請されていない。連
結財務諸表は,内 部 目的による以外,一 般に作成 されていない。企業結合会
計に関する持分プー リソグの概念 も知 られていない。
各種の秘密積立金が設定可能であるのに加えて,法 律は利益のなかか ら法
定準備金の設定を要請 している。すなわち,払 込資本金の20%に 達するま
で毎年利益の5%を 積み立てなければな らない。 さらに,払 込資本金の50
%に 達するまでは,資 本の5%を 超えて支払われる配当金の10%を も積み
立てなけれぽな らない。
英 国(Un;tedKingd。m)もともと アメ リカで 採用 されている 会計原則
は,こ の国に実在 していた原則 と密接な関係があった。 しか し,年がたつに
従 って,両 国の原則の間には重要な相違が現われてきている。
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(17)
勅許会計士協会は,棚 卸資産に関す る評価基準の公開を勧告 してきた。か
か る公開は最善の実務だ と考え られているが,か な らず しも強制 されていな
い。棚卸資産評価の後入先出法は,税 務当局か ら認め られていないので,滅
多に使用されていない。固定的間接費を棚卸資産へ計上す るか否かは,い ず
れで も首尾一貫 しているかぎり認め られている。
会計士協会は,貸 借対照表作成上,一 般に固定資産を見積取替原価に基づ
(18)
いて引き上げるべ きでないとい う勧告を してきたけれども,事 情によっては
原価に代えて再評価額を用いることも一般に認め られた実務になっている。
資本化 して償却すべ き有形資産を収益的支出とす ることは認め られた実務に
なっていない。 しか し,税 務上かかる資産の原価を当該発生期間の損金 とす
ることが認め られている場合があ り,そ のような場合には財務会計上 も納税
申告書と同様の方法で当該原価を費用化 している。 自製固定資産の原価は,
多 くの場合,当 該作業にかかわ る間接費を含む ものであろ うが,か かる間接
費は固定資産の総原価に計上 されないことが多い。建設用の借入金利息はほ
とんど資本化 されてお らず,資 本化す る場合で も,そ の金額は実際に支払っ
た利息に限定 されている。社債の割引発行の場合,そ の手取金のみが建設に
利用 されるのであって,当 該割引額は資本化されていない。
償却ずみの使用資産の償却に関 しては明確な方策が存在 していない。かか
る償却を行な うとすれぽ,そ れに見合 う貸記項 目は通常資本剰余金勘定にな
働TheCounciloftheInstituteofCharteredAccountantsinEnglandand
Wales,"RecommendationsonAccountingPrinciplesNo.X・一一TheValuation
ofStock-in-Trade,"15thJune,1945;およ び"同 勧 告 書No.xx一 棚 卸 資 産,"
(1960)を参 照 。 な お,1967年 の 改 正 会 社 法 で は,取 締 役 の 持 分 に 関 す る 資 料 の
公 開(第25条 ～ 第32条)な ど,公 開 に 関 す る 規 定 が 大 幅 に ふ え た よ うで あ る。
た と え ぽ,TheGeneralEducationalTrustoftheInstituteofChartered
AccountantsinEnglandandWales,G癩8to伽Accountin.aReqairements
oftheC・mPaniesActs1948-1967(London,Gee&Co・Ltd・,1967)を参 照 。
⑯``No,Ix-DepreciatioIlofFixedAssets,"12thJanuary,1945;"No.xII--
RisingPriceLevelsinRelationtoAccoun七s,"14thJanuary,1949;
"No.XV-Accoun七inginRelationtoChangesinthePurchasingofMoney,"
30thMay,1952な ど を 参 照 。
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るようである。特殊財産(た とえば金鉱)の 採掘のために設立される若干の
事業では,当 該財産の償却を行なわないや り方が発展 している。かか る会社
の株主達は,自 分達の受取配当金の一部が資本の償還であることを理解 して
いるか らである。財務会計 と税務会計 との間で異なる償却方法を利用するこ
とは認め られた実務になっている。会計士協会は税務調整が最善のや り方で
いの
あると勧告 してきたが,そ れは一般に採用されていない。同 じことは両者の
問におけ る他の重要な相違に関 しても見 られる。
営業権,従 属会社の株式発行差金,そ の他の無形資産は原価で繰 り越 され
ることもあ り,また収益ないしは利益剰余金に課す こともあるが,採 用 した
処理方法が公開されるようである。社債の割引額および発行費は一般に発生
した年度に費用化されているが,当 該証券が満期に達するまでに償却す るこ
とも認め られている。
固定資産売却益は,経 営者がかかる利益を利益剰余金か らの配当と同様に
配当金 として処分可能であると考えるか否かによって,収 益に計上 された り
資本剰余金に計上された りしている。会社の長期債務に関す る償還益は通常
資本剰余金へ貸記されているようである。未実現収益は貸借対照表上流動負
債 として分類 されている。秘密積立金は,銀 行,保 険会社,お よび船舶会社
の場合をのぞき,会 社法に よって禁 じられている。
く　の
長期賃借契約の公開は要請 されていない。貸借対照表 日以後の若干の出来
事は,ア メ リカの場合だ と計算書 に 注記を もって 公開 しなければな らない
が,財 務諸表ではな くて取締役の報告書のなかで扱われることがある。株式
配当の会計は発行株式の額面価値に基づいてなされている。持分プー リング
に基づ く企業結合会計は一般に採用されていないが,こ の問題については専
門家および商業界の間で非常に見解の相違があるとい うのが現状である。
(1g)"No.III-TheTreatmentofTaxa七iollinAccoun七s,'t13thMarch,1943;
お よ び"AddendumtoNo・III,"11七hMarch,1950を 参 照 。
㈲"同 上 勧 告 書,No・XXIII一 賃 借 購 入,延 払 購 入,賃 借 取 引,"(1964)を 参 照 。
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く　い
西 独(WestGermany)一般に採用 されている会計原則はアメ リカ流の
もの と大体同 じであるが,若 干重要な,そ して興味をひ く相違点がある。棚
卸資産の低価主義は一般に利用 されているが,若 干の会社では しば しば低価
主義以下の評価額を用いてお り,そ の結果,秘 密積立金の設定を もた らして
いる。 しか し,税務上 このような評価は許容 されていない。
長期 の無利子受取債権は見積売価 まで切 り下げることが正常な実務になっ
ている。秘密積立金は,商 法や税法で禁 じられているとはいえ,一 般に受け
入れ られている。 しか し,商 法および一般に認め られた会計原則による規制
があるので,秘 密積立金が無制限に累積されるわけではない。金融業では,
税務上は別 として,器 具や備品をその購入時に費用化す ることがす くな くな
(22)
い。商工業では,所 得税法第6条 の規定により,DM600未満のものを費用
化 している。
財務会計 と税務会計 との問で重要な相違がある場合,貸 借対照表の資産側
に繰延税金をもた らす際には税務調整を採用 していない。買入暖簾は貸借対
照表に原価で資本化できるが,そ の場合,一 般に認められた実務は当該金額
を5年 で償却す ることを要請 している。創業費は収益的支出としなければな
らず,将 来の営業活動に対応させ るべ く繰 り延べることはできない。特許権
や諸権利は,た とえ5年 以上有効であるとしても,最 高5年 間で費用化する
のが普通である。 自社株の取引に よる損益は損益計算に計上 されている。な
お,自 己株式は会社の総資本の10%を 超えてはな らないとされている。
株式配当の会計は発行株式の額面価値に基づいてなされてい る。企業結合
に関す る持分プー リングの会計は採用 されていない。銀行の場合をのぞき,
貸借対照表上,短 期債権 と長期債権 との区別は行なわれてお らず,通 常流動
⑳G.G.Mueller,AccountingPracticesin砺6s彦Germany-lnternationalBusiness
SeriesNo.4(Washing七〇 ,1964)を参 照。 また,1965年 の改 正 株 式 法 の 計 算 規
定 に 関 して は,た とえ ば,兼 子 春 三,"ド イ ツ新 株 式 法 計 算 規 則 の 解 説(1)～(6),"
「会 計 」,1966年10月号 ～1967年3月 号 を参 照 。
㈱DM1は¥90で あ るか ら,邦 貨 に 換 算 して¥54,000未 満 に な る。
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資産 と訳 されている ドイツ語の"Umlaufverm6gen"には長期項 目も含まれ
ている。銀行の実務では,4年 以内に満期に達す る金額は短期項 目となって
いる。 しか し,長期貸付金は,当 該残高の満期が4年 以内になっても長期貸
付金 として分類 されている。
無額面株式は知 られていないので,株 主達は株式の額面価値で申し込みを
しなければな らない。申込金額の未払込部分は会社の債権 と考え られ,貸 借
対照表上資産側に表示 しなけれぽならないので,財 務諸表の読者は株式資本
金の全額が債権者に対する保証 として役立つことを理解できる。任意準備金
は利益剰余金を構成 しないので,貸 借対照上個別的に表示 されている。法律
上規定 された貸借対照表注記事項 としては,偶 発債務 と純資産課税の割引額
な らびにその4半 期割当分 とい う2つの事柄が一rw的なものである。純資産
課税(netassetslevy)は,"戦争責任の平準化"項 目として政府に対す る
真の負債であるが,法 律は当該負債を注記によって表示すれぽ よいとしてい
る。
§3諸 外国における監査基準
〈 アジア ・ア フ リカ〉
フ ィリピン 監査基準お よび監査手続は アメ リカの もの と酷 似 している。
フ ィリピソ公認会計士協会(PhilippineInstituteofCPAs)が発行 した監査
(23)
基準はアメ リカ公認会計士協会の監査基準を模範に して作成されている。監
査人が債権者 との通信によって支払勘定を確認す ることは必要な手続 となっ
ていない。 監査人は,払 込資本の10%以 上の持分をすでに所有 していると
か,ま た所有するようになる場合をのぞけぽ,そ の依頼先 と財務上の利害関
係を持つ ことを認め られているが,そ の事実を監査報告書で公開 しなけれぽ
ならない。監査人が当該企業の取締役,役 員,あ るいは給料を与え られてい
㈲TheAmericanInstituteofCertifiedPublicAccoun七ants,Auditin.aStana-
ar4san4Pptoceaures(NewYork,TheIns七i七u七e,1963).
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る従業員である場合も,同 様に公開をしなければな らない。
南 アフリカ 債権者との通信によって受取勘定の正確性を確認す ることは
必要な手続 となっていないが,か か る実務は次第に発展 してきている。監査
人は実地棚卸の立ち合いを行な うことは要請されていないけれ ども,か かる
棚卸の立ち合い も次第に多 く見 られ るようになってきた。監査人は内部統制
組織の調査を行な うことは要請 されていない。 しか し,比 較的規模の大きい
事業の監査においては,監 査計画の作成 と関連 して一般に行なわれている。
監査人が監査 を 行な う事業の株主であることを禁ず る法規制 は 存在 しな
い。 しか し,若 干の指導的会計事務所では,か かる株式所有を差 し控えるよ
うにしている。監査人は,当 該会社の役員 もしくは従業員でないかぎ り,そ
の会社 と直接的もしくは間接的な財務上の利害関係を持つ ことを認め られて
いる。ただ し,依 頼会社の取締役になることは禁 じられている。
〈大洋州〉
オース トラリア ー般にイギ リス流の監査手続が採用 されている。 したが
って,そ の基本的監査方法は,原 始証拠書類か ら取引を追跡 して年度財務諸
表へおよぶ全部監査である。監査人は,理 論上,内 部統制組織の検討を要請
されているが,実 務上,若 干の小規模な会計事務所や個人の監査人は実行 し
ていない。実地棚卸の立ち合いは,優 れた会計事務所では容認 された実務 と
な りつつあ り,ア メ リカの会社に関 しては必要な手続 となっている。
監査人は,自 分で監査 している企業の株主になることを法律上も職業上 も
制限 されていないほか,当 該事業 と財務上の利害関係を持つことも許されて
いる。
ニュージー ラン ド 監査基準および監査手続の体系は大体においてイギ リ
スのものと同 じであるが,監 査手続を規定 した法制は存在せず,ま たアメ リ
カの証券取引委員会(SEC)に よる要請のようなもの も存在 しない。
棚卸の立ち合いは正規の監査手続に含まれていない。債務者 との通信によ
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って受取勘定 の正確性を確認することは必要な手続 となっていないが,一 般
に認め られた実務 となっている。監査人が内部統制組織の調査を行な うこと
は,要 請 されていないけれ ども,大 多数の比較的規模の大きい会計士事務所
では監査に関連 した業務 として実行 している。
会計士は,自 分が監査す る企業の株主 となった り,その他当該事業 と財務
上の利害関係を持つことが認められている。
〈米 州〉
カナダ アメ リカ流の監査基準および監査手続 と実質的に同 じである。す
なわち,受 取勘定に関す る確認 も実地棚卸に対す る立ち合いも,強 制的では
く　の
ないが勧告 された実務になっている。監査人が当該監査企業の株主になるこ
とは法律上 も禁 じられていないけれ ども,若 干の事業では,そ の事実を監査
報告書で公開 しないか ぎり,多額の持分の所有を禁 じている。
アルゼンチン 監査基準は,当 該会計事務所の規模,経 験,お よび名声に
よって,き わめて優れたものか ら劣った ものまで各種各様である。若干の中
規模の事務所では,監 査計画書を用いて特別な検証をす るなど,容認 された
監査手続を利用 している。 しばしば,受 取勘定,支 払勘定,お よび預金残高
に対 して書面による確認状が利用され,棚 卸の立ち合いも行なわれているけ
れ ども,こ れ らの手続は勧告されているだけであって要請されているわけで
はない。同様に,監 査人 が 内部統制組織 を 調査することも勧告 されている
が,規 定されているわけではない。若干の大きな会計士事務所ではアメリカ
の場合よ りも詳細な監査手続が実行 されているが,そ れはイギ リスの事務所
のや り方や勅許会計士の伝統的実務を反映 しているのであろう。
監査人は,自 分が財務諸表を監査 して証明す る企業の株主 となることを禁
じられていない。
⑳TheCanadianIns七i七u七eofCharteredAccountants,BulletinNo.15,April
1958;Bu〃etinNo.16,May1959を 参 照 。
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ブラジル 監査業務の歴史が比較的浅いため,一 般に認められた監査基準
は存在 していない。外国人の公認会計士事務所では,一 般にその国々の基準
を使用 している。小切手の利用が普及 していないので,ア メ リカの場合に く
らべて,一 般の現金および余剰現金の監査に重点がおかれている。賃金や給
料 も現金で支払われるので,そ れに対 して通常相当の監査 業 務 が 必要 に な
る。監査依頼会社が所有す る若干の財産については抵当権が設定されていな
いことを証明する官公庁か らの消極的確認状を入手す ることも慣習化 してい
る。監査の必要性が次第に認識されてきたため,多 くの金融機関(Conselho
Fiscal)では財務諸表が独立監査人に よって検証 されていない と取引を拒絶
するようになってきている。
監査の大部分は得意先か らの融通受取手形(duplicatas)の照合にさかれて
おり,一般にその確認が重視されている。当座借越の残高については,銀 行
との通信による確認が慣習化 されていないけれ ども,銀 行か ら送付されて く
る当該勘定の摘要書 との比較が行なわれている。その他の借入金勘定な どの
金額については,銀 行 との通信に よる確認が慣習化 している。
純粋に技術的な観点か ら判断すれば,会 計士業務は相当程度 まで向上 して
きている。監査依頼会社の手続や内部統制に基づいて個別的に作成された監
査計画書 も存在 している。毎年,書 面による質問状に基づいて内部統制 の調
査が行なわれてお り,内 部統制の欠陥を指摘 した書類が依頼者へ送付されて
いる。管理的観点と技術的観点との双方か ら監査に関す る効果的な監督指導
も行なわれているよ うである。
コロンビァ ー般に認め られた 監査基準 は 存在 していない。 国際的な会
計事務所 を のぞけば,独 立 の 監査人 は ほ とんどいない。 いわゆる監査役
(RevisorFiscal)も,内部監査だけについての責任 とい う面か らして,一 般
に当該会社の従業員であると考え られる。
メキシコ 会計士業務の概念はアメリカの場合 と大体同 じであ り,両国の
監査実務の間に重要な相違は存在 しない。
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ペルー 整然と規定 された監査基準は存在 していない。
プエル トリコ 監査基準および監査手続はアメリカ流のものが採用 されて
いる。
ベネズエラ ー般に認め られた監査基準は存在 していない。会計士の側か
らみた独立性 とい う概念は一般に普及 していない。
〈西 欧〉
ベル ギー 商法では,す べ ての 法 人が す くな くとも1人 の 監 査役(com-
missaire)を持 たなければ な らない と規定 してい る。 改正会社 法では,株 式
を取引所 に 上場 した り 一般 大衆 か ら 資金 の 調達を してい る 公共的会社 の
すべてに対 して,そ の 監査役 のなかに す くな くと も1人 の 企業監査士 協会
(lnstitutdesReviseursd'Entreprises)の会 員をむか えなけれ ぽな らない と
定め てい る。 この会 員は"会 計監 査士(commissaireriviseur)"といわれて
い るものであ り,自 己の財務諸表監査に基づいて別個 の報 告書を提 出す るこ
とが要求 されてい る。
会社 の監査役は,実 際上,ほ とん ど注 目すべ き仕事 を していない。す なわ
ち,彼 らは1年 に1・2度 会合 して,計 算書類 を 吟味 し,必 要 と思われ る問
題 点を問 いただ し,い わゆ る株 主用 の報 告書を作成す るとい うだけであ る。
会計監 査士 は,事 実上,法 定の監 査人であ るけれ ども,実 際上,そ の責 任は
名 目的 な ものであ る。す なわ ち,若 干 の 大規模 な 株式公 開会社の場合です
ら,計 算書類 を吟味 し,若 干の問題 点を問いただ し,正 規 の監査役が作成 す
るもの と別個の報告書 を作成 してい るだけ であ る。
慣習 的に採用 され ている特定の監 査手続 を概観 してみ ると次 の とお りであ
る。受取勘定 については,債 務 者 との通信に よる確 認が行 なわれ ていない。
監 査人は棚卸 の立ち合いを していない。預金残高 につ いては,銀 行 との通信
に よる確認が行 なわれていない。 書面に よる 監査計画 は 利用 され ていない
が,次 第 に利用 されつつあ る。監 査人は 内部統制組織 の調査 を要請 されてお
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らず,し たがって,そ の検討の成果に基づいた監査計画書の作成は行なわれ
ていない。
会計監査士の場合を別にすれば,監 査人は当該監査企業の株主になること
が認め られているばか りでな く,一定額の株式を保有するか,さ もなければ
自分のために誰かか ら株式を預託 してもらわなけれぽな らない。 さらに,自
分が監査する企業 と直接的 もしくは間接的な利害関係を持つ ことも認め られ
ているo
デンマーク 受取勘定の確認とい う手続は規制 されてもいなければ慣習化
されてもいない。棚卸の立ち合いとい う手続についても同様である。監査人
は自分が監査する企業の株主になることを認め られている。 また,自 分の監
査依頼会社に資金を提供す ることも可能であるが,依 頼会社か ら借金をす る
ことだけは認め られていない。
フランス アメリカ流の監査基準 とは比較にな らない。会計士業務が十分
に発達 していないため,ま だ最小限度の一般に認め られた基準す らできあが
っていない。
監査人は,債 務者との通信に よって受取勘定の正確性を確認することも棚
卸の立ち合いを行な うことも要請されていない。棚卸資産に関 して,会 社の
役員が提出する証明書を信頼 してい る。預金残高についても,銀 行へ確認状
を要求す ることは滅多に行なわれていない。正規の監査にあた って,監 査人
は内部統制組織の調査 を 要請されていない。 したがって,そ の監査計画書
は,財 務諸表監査をする企業の内部統制組織に基づいて作成 されているわけ
ではない。
イタ リア 監査の職能はアメリカ流のそれ とまった く異なっている。法律
に よれぽ,法 人の貸借対照表は,取 締役会の構成員 もしくは会社役員になる
ことを禁 じられている3人 か ら5人 の構成員より成 る"評議委員会(Colleglo
Sindacale)"へ提出しなければな らない。 彼 らは当該年度の成果について報
告 し,貸借対照表の作成上遵守 した手続の妥当性について論評 し,か つ株主
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に よる当該貸借対照表の承認を勧告するのである。すなわち,評 議委員会は
合法性とその規定 目的に従 って 会社 が 活動 していることを 供述するのであ
る。す くな くとも3ヵ 月に1回,彼 らは会社の現金その他の財産および有価
証券について検証を行なっている。
監査人が債務者 との通信に よって受取勘定の正確性を確認す ることは必要
な手続 となってお らず,ま た棚卸の立ち合いを行な うことも要請 されていな
い。預金残高についても,銀行 との通信による確認は行なわれていない。監
査 との関連において,監 査人が内部統制組織を調査することは要請されてお
らず,書 面による監査計画書を用いることも慣習化 していない。監査人は,
当該監査企業の株式を所有することを含めて,財 務上の利害関係を持つこと
が認め られている。
オランダ アメリカ流の一般 に 認め られた 監査基準なるものは 存在 しな
い。監査の理論および実践上,棚 卸資産 と受取勘定の検討がもっとも重視 さ
れている。監査人が実地棚卸の立ち合いを行な うことは強要されてお らず,
それは監査人の判断にゆだね られているが,か か る立ち合いの手続は次第に
ひろ く採用 され るようになってきた。受取勘定の実在性 と回収可能性に関 し
てはアメリカ流のや り方 と酷似 している。 しか し,債務者 との通信に よって
受取勘定の確認を行な うことは強制的要請ではな く,個 々の監査人の判断に
ゆだね られている。預金残高については,か な らず しも銀行 との通信に よる
確認が行なわれていない。
会計士の独立性に関 しては,オ ラソダ会計士協会の倫理要綱第4条 におい
て,公 共的業務にたずさわる会員は,全 面的にせ よ一部にせ よ,そ の不偏性
に影響を与える利害関係を持たない場合にのみ,個 人 もしくは会社のため監
査人 として活動す ることができると規定されている。か くして,会 員もしく
はその協力者,妻 もしくは夫,従 業員,雇 傭主,そ の他第三者以外の人間が
個人 もしくは会社に対 して相当の財務上の利害関係を持つとか,ま た会社の
役員になっているとすれば,そ の不偏性に影響を与える特定の利害関係があ
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るものと考えなければな らない。
ノル ウエー 債務者 と直接通信することに よって受取勘定の確認をするこ
とは必要な監査手続 となっていない。同様に して,棚 卸の立ち合いについて
も,も し他の方法で棚卸資産の実在性について満足す ることができれば,と
くに要請 されていない。監査人は当該監査会社の株主になることを認め られ
ているが,会 社か ら借金を した り会社の借入金に対する保証人になることは
禁 じられているo
スウェーデン 主要な公認会計士事務所の実践に関するかぎ り,かか る事
務所が採用 している監査実務はアメ リカ流 の一般に認め られたや り方 と実質
的相違は存在 しない。
スイス"公 認会計士(DiplomierterBucherexperte)"の試験を実施 して
いるスイス監査人協会(SwissChamberforAudititng)によって 規定 され
た一般に認め られた監査基準なるものは存在 しない。監査人は,債 務老 との
通信によって受取勘定の正確性を確認することは要請されてお らず,棚 卸の
立ち合いを行な うことも要請 されていない。また,銀 行預金の残高について
も,銀 行 との連絡に よって確認をす ることは要請されていない。
監査人は,と くに自分の依頼会社が指示 しないかぎ り,内部統制組織の調
査を行な うことは要請 されていない。監査人は,経 営者や株主に対す る監査
報告書の作成のために必要な監査の性格や範囲について,自 分 自身で決定 し
ている。監査人は,正 規の勘定帳簿へ適切に記帳が行なわれ,そ の帳簿に基
づいて財務諸表が作成 されていることを突 きとめなければならない。彼は当
該監査企業の株主になることを認め られている。彼は 自分が監査す る企業の
従業員であることは許 されないが,当 該企業 と財務上の利害関係を持つこと
は認め られている。
英 国 債務者 と直接通信に よって受取勘定を確認することは要請されて
おらず,一 般に行なわれていない。実地棚卸の立ち合い も必要な監査手続に
なっていない。積送品に関する書面に よる確認 もまた必要な監査手続になっ
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ていない。ただ し,監査 と関連 して内部統制組織の調査を要請 していること
は最善の監査実務になっている。 しか し,これ も強制的な ものではない。
株式非公開会社の監査人 は 被監査会社 の 株主になることを認め られてい
る。株式公開会社の場合,会 社法によって,監 査人は"当 然会社の株主や役
員や従業員"で あってはな らないと規定されている。なかんず く現金につい
ては,ア メ リカで慣習的に行なわれている監査 よりも詳細な監査が実行 され
ている。と くに補償の得 られない使い込みに関して,被 監査会社は監査人の
摘発に全面的な信頼をおいているか らである。
西 独 監査人は,債 務者との通信に よって受取勘定の正確性を確認 した
り,ま た,実 地棚卸の立ち合いをす ることは要請されていないが,い ずれも
若干実行 されている場合もある。 しか し,預金残高を銀行との通信によって
確認す ることは 通常 の 実務になっていない。 大企業の監査の場合をのぞけ
ば,書 面に した監査計画書を採用す ることは慣習化 していない。監査人は内
部統制組織の調査を要請 されているが,そ れはアメ リカの場合ほ ど十分に行
なわれていない。
監査人は,利 害関係がそれほど大 きくないかぎ り,また自分で独立性が保
持できると考えるかぎ り,監査依頼会社 と直接 もしくは間接に財務上の利害
関係を持つ ことを認め られている。ただ し,監 査人は,自 己の職業以外の営
業で積極的に従事することになって しまうような財務上の利害関係を持つこ
とは許 されていない。
§4結 語
以上,諸 外国における会計基準については,と くに棚卸資産会計一 評価
基準公開の有無ならびに後入先出法や低価主義の普及度,固 定資産会計一
評価基準 と減価償却,引 当金 もしくは準備金の会計一 秘密積立金設定の有
無,企 業結合に関する持分プー リソグ会計,自 己株式売却損益の会計,経 営
者および従業員に対す る賞与の会計,株 式配当の会計などに焦点を絞 って紹
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介 した。他方,監 査基準については,と くに実地棚卸の立ち合い と受取勘定
の確認 とい う監査手続,監 査計画書作成の前提になる内部統制組織の調査,
監査人の独立性などとい うことに焦点を絞って紹介 した。
上述 した22力国は,い ずれ も,い わゆる資本主義経済体制 に 属する国 々
の一部であ り,'現在わが国と外交関係を有 している126力国の1/s弱にすぎな
い。 さらに,現 在世界総人口の35%を 占め,い わゆる社会主義経済体制に
(25)
属す る14力国についてはまった く言及 していない。 それにもかかわ らず,
われわれは各国における会計基準および監査基準がいかに多様性に富んだも
のであるかを知ることができた。現実の姿は想像 していた以上に複雑であっ
た とい うのが偽わ らぬ感 じであろ う。
たとえば,資 本的支出と収益的支出 との区別が明確化されていないニュー
ジーラソドの場合な どは論外にお くとしても,ア ルゼソチソ,デ ンマーク,
スイス,お よびスウエーデソなどにおいては,棚 卸資産評価に関 して低下主
義評価額の35%減 とかY3減とかい うような評価基準が採用され,ま たオラ
ソダにおいては,税 法上否認されているとはいえ,固 定資産をは じめ棚卸資
産にまで時価主義がひろ く採用され,ノ ル ウエーでは未稼動の固定資産をも
減価償却の対象に含め,さ らにまた ブラジルでは法人税の費用化が実行され
ているな ど,各 国の会計基準の間に見 られる相違点は非常に多い。
財務諸表監査 の 性格 や 範囲についても,た とえば,す でにアメリカでは
1939年以降一般 に 認め られた手続 となっている棚卸の立ち合いや受取勘定
の確認とい う事柄が,一 部の国において次第に採用 される傾向にあるとはい
え,ま だ大部分の国においては実施 されていないとい うのが実情のようであ
㈲ た とえ ば,ソ ビエ ト,東 独,お よび 中国 の現 況 に つ い て は,文 献 上 の考 察 の み
で あ るけ れ ど も,国 際 会 計 問 題 研 究 会,"会 計 学 界 の 潮 流 世 界 と 日本,"「経
済 評 論 」,1967年10月号 臨 時 増 刊,PP・154～163を参 照 。 ま た,中 国 では1966
年1月1日 以 降 従 来 の 貸借 式 記 帳 法 を 廃 止 して 増 減 式 記 帳 法 を 採 用 した とい わ れ
るが,そ の経 緯 と内 容 に つ い て は,P・Kircher,``Accounting`Revolution'in
RedChina,"FinancialExecutive,February1967,PP・39～46,60を参 照 。
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る。 このことは内部統制組織の調査 とい うことについても同様のことがいえ
る。 さらにまた,監 査人の独立性 とい う点についても,十 分な人的基準を確
立 している国はまだまだす くないようである。
かか る現状を直視す ると,国 際的会計基準および監査基準の調和 とい うこ
とは絵そ らごととしか思われないと考える人 もいるであろ う。 しか し,国際
的会計基準および監査基準の調和 とい うことは,け っして意味なき空語では
ない。た しかに,そ れは非常に困難を ともな う,かつ多 くの時間を要する仕
事ではあるが,わ れわれ会計人にとっては実現させなければな らない責任が
課されてお り,筆 者は将来において実現させることは可能であると確信 して
いる。
国際的会計基準および監査基準の調和を実現す る方法 としては,さ しあた
り,2つ の方法が考え られる。ひ とつは,た とえば国際連合などの支持を得
て,ま ず統一的な国際的会計基準お よび監査基準を作成 し,こ れを世界各国
に遵守させる方法である。 これに対 して,も うひとつは,現 在類似 した会計
実践を行なっている地域の国 々が,ま ず 当該地域内での 整備をはか ってか
ら,最 終的に世界的規模 で 必要最小限度 の 統一化をはかるとい う方法であ
る。
筆者 としては,後 者の方法のほ うが実践的であると考える。すなわち,先
の諸外国における会計基準および監査基準の考察か ら明らかなとお り,会計
の面でも政治的 ・経済的影響とあいまって多 くの影響を他国に与えている若
(26)
干 の"母"国("mother"countries)が見 られ る。た とえぽ,南 ア フ リカ,
イ ソ ド,オ ース トラ リアな どは英 国型で あ り,キ ューバをのぞ く中南米諸国
や フ ィリピソな どは米 国型で あ り,南 欧お よび地 中海沿岸 の諸国は フ ラソス
型 も しくは大陸型 とい うよ うなか たちで,あ る程度の類型 化が可能で ある。
げ んに,か か る地域 グル ープに よる国際的会計会議 には,筆 者が知 ってい
るか ぎ りで も,汎 米会計会議(lnteramericanAccountingConferences),
㈱ 】LJ.seidler,o」か.cit.,P.775.
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ア ジ ア 太 平 洋 会 計 会 議(AsianandPacificAccountingConventions),ヨー
ロ ッ パ 会 計 会 議(EuropeanAccountingCongress)が あ り,英 米 加3国 に
(27)
よ る 国 際 研 究 グ ル ー プ 形 成 の うご き も 伝 わ っ て い る 。 た だ し,現 在 の と こ
ろ,か か る 運 動 を 促 進 す る た め の 国 際 的 常 設 機 関 は,ヨ ー ロ ッ パ 会 計 人 連 合
(UnionEurope6nedesExpertsComptables,EconomiquesetFinanciers
(28)-U ・E・C・)をのぞけ ば,存 在 して いない よ うで あ り,今 後はかか る国際的常
設機関をつ くって積 極的に活動 を してい くことが必要であろ う。
ちなみに上記の諸 問題 と関連 して,第9回 国際会計人会議 におけ る各 国か
らの国家代表報 告者(nationalrapPorteurs)の発 言では,新 興国 と先進 国 と
の間で,そ の見解に大 きな相違 がみ られ る よ うであ る。す なわ ち,イ ス ラエ
ルのS・Rone1,チリの団体(TheC・legiodeContadores,Santiago),南ア
フ リカのG・Hintonなどか らの発言は,概 して,国 際連合 な どの支援 に よ
って まず画一的な基準をつ くり,こ れ を各 国に例外な く遵守 させ るべ きだ と
い う見解が多か ったのに対 し,オ ラ ンダのEGraafstal,英国のD・Hobson,
ア メ リカのT・L・Wilkinson,カナ ダのJ・A・Wilsonなどか らの発言 は,概
して,詳 細 な点に いた るまで画一 化す ることには反 対で,ま ず地域的研究委
員会 を設置 して徐 々に国際的調和 をはか るべ きだ とい う見解 が多 か った。
なお,上 記 の国際会議におけ る"監 査基準 お よび監査手続 の国際的調和"
伽TheAccountαnt,Jalluary28th,1967,PP.93,94,125;February4th,1967,
P・158を参 照 。
㈱1951年11月,フ ラ ソス の会 計 士,M.P.Caujolleによ っ て パ リで創 立 総 会 が
開 か れ,10力 国 の 代 表 者 が 集 ま っ たが,1963年 に は 英 国,オ ラ ン ダ,ス ヵ ン ジ
ナ ビア諸 国 も加 盟 した。 会 員 は 公 会 計 士 の代 表 で な け れ ば な らず,そ の 目的 とす
る と ころ は,会 員 間 の行 為 の基 準 と知識 を 高 め る こ とで あ るが,諸 国間 の経 済 発
展 や 法 的 規 則 の差 異 を 認 識 し,勧 告 機 関 と して のみ 活 動 を し,各 国 の国 内問 題 に
は 干 渉 しな い よ うに して い る。 これ まで の業 績 と しては,LexigueU.EC.Lexicon
(Difssendorf,VerlagsbuchhandlungdesInstitutsderWirtschaftspriifer
GMBH,1961)と い う約1,000語の会 計 用 語 に 関す る仏 ・独 ・英 ・西 ・和 の5力
国 語辞 典 が あ る。 くわ し くは,S・M・Kabbes,oP・cit.,PP・398,399;およびSir
ThomasRobson,"Co-operationinEurope,"TheAccountant,March28th,
1964,pp.381～383を参 照 。
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とい うセ ッシ ョソで国際代表報告者(internationalrapp・rteur)をつ とめた
カナ ダのH・W・Rossか らの発言 は,今 後,会 計 基準 お よび監査基準 の国際
的調 和をはか る うえで,き わめ て示唆に とんだ内容を もっているので,こ こ
(29)
にその大意を紹介 して本稿の結びに したい。
国際的領域においては,法律の相違,商慣習の相違,そ して言語の相違というこ
とが克服されなければならない。問題の核心は,ど のような手続に同意をするかと
いうことではなく,どのような方法でそれを実行するかということである。皮相的
な一致はきわめて危険である。
問題を検討するための実行委員会は,ま ず先進諸国の代表者によって形成 し,そ
の後他の国々へも拡大 していくことが考えられる。その委員会は,主 として情報伝
達セソターとして活動することになるが,他方,専従の優れたスタッフか らなる恒
久的機関によって研究活動も行ない得るであろう。究極のところ,同委員会は,そ
の真価に基づいて一般的容認と権威をかち得た基準および手続に関する公表資料を
発行することになる。その真の目的は,厳 格に標準化された手続を導入することで
はな く,あらゆる国の監査報告書が確信をもって容認される状態を達成することに
あるのである。
1967,12,27
⑳TheAccountant,September16th,1967,pp.348,3斗9.
